
木造建築物の被害の状況

○ 日本建築学会が、益城町中心部で地震動が大きく建築物の被害が著しい地域※において悉皆
調査を実施しており、その結果を分析。
※ 益城町で震度６強又は７が２回計測された地震計の周辺地域及び当該地域と接続して大きな被害が連担

している地域を調査
※ 旧耐震基準の昭和56年５月以前、新耐震基準（必要壁量の強化）が導入された昭和56年６月以降及び

現行規定（接合部の仕様等の明確化）が適用された平成12年６月以降に区分して分析

○ 旧耐震基準（昭和56年５月以前）の木造建築物の倒壊率は28.2％（214棟）に上っており、
新耐震基準の木造建築物の倒壊率（昭和56年６月～平成12年５月：8.7％（76棟）、平成12
年以降：2.2％（７棟））と比較して顕著に高かった。

＜建築物の倒壊率の分布＞
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＜木造の建築時期別の被害状況＞
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昭和56年～平成12年築の住宅の
8割に被害、約２割が「大破」「倒壊」




